
©2013 Yamada & Partners All rights reserved. 内容につきましては、「平成２５年度税制改正大綱」（平成25年1月24日与党公表）に基づき、情報の提供を目的として、一般的な概要をまとめたものです。そのため、今後国会に提出される予
定の法案等を確認する必要があり、当該法案等において本資料に記載した内容とは異なる内容が制定される場合もありますのでご留意ください。対策の立案・実行は専門家にもご相談のうえ、
ご自身の責任において取り組んでいただきますよう、よろしくお願い申し上げます。

平成２５年度 税制改正解説
相続税～小規模宅地等の特例の見直し①

１．改正の概要

速 報

• 特定居住用宅地等に係る特例の適用対象面積が240㎡から330㎡に拡充されます。

〇平成27年1月1日以後の相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税について適用される。

２．制度の趣旨

• 相続税の基礎控除の引下げ、最高税率の引き上げ等税率構造の見直しを行うに際し、個人の土地所有者の居住の継続
に配慮する観点から、特定居住用宅地等に係る特例の適用対象面積が240㎡から330㎡に拡充される。

自宅

90㎡
特定居住用宅地等

240㎡

自宅

特定居住用宅地等
330㎡

改正前 改正案

※自宅敷地のうち240㎡部分の評価額が8割減となる
(90㎡部分については評価減なし)

※自宅敷地のうち330㎡部分の評価額が8割減となる
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©2013 Yamada & Partners All rights reserved. 内容につきましては、「平成２５年度税制改正大綱」（平成25年1月24日与党公表）に基づき、情報の提供を目的として、一般的な概要をまとめたものです。そのため、今後国会に提出される予
定の法案等を確認する必要があり、当該法案等において本資料に記載した内容とは異なる内容が制定される場合もありますのでご留意ください。対策の立案・実行は専門家にもご相談のうえ、
ご自身の責任において取り組んでいただきますよう、よろしくお願い申し上げます。

平成２５年度 税制改正解説
相続税～小規模宅地等の特例の見直し②

１．改正の概要

速 報

• 特定事業用等宅地等※及び特定居住用宅地等について、それぞれの適用対象面積まで、完全併用が可能となります。

〇平成27年1月1日以後の相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税について適用される。

２．実務上の留意点

• 特例の対象として選択する宅地等の全てが特定事業用等宅地等及び特定居住用宅地等である場合に、それぞれの適用
対象面積まで、完全併用が可能となる。

• 貸付事業用宅地等を選択する場合における適用対象面積の計算については、現行どおり調整を行う。

自宅

240㎡

事業店舗

特定事業用等宅地等
400㎡

改正前

自宅

特定居住用宅地等
330㎡

事業店舗

特定事業用等宅地等
400㎡

改正案

400㎡部分の評価額
が8割減

完全併用が可能(最大で730㎡)

評価減の適用なし
(特定事業用等宅地等で限度面
積まで利用しているため)

400㎡部分の評価額
が8割減

330㎡部分の評価額
が8割減

・特定事業用等宅地等を対象地として選択した場合

限定併用(最大で400㎡)

※特定事業用等宅地等とは、特定事業用宅地等又は特定同族会社事業用宅地等をいう。
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定の法案等を確認する必要があり、当該法案等において本資料に記載した内容とは異なる内容が制定される場合もありますのでご留意ください。対策の立案・実行は専門家にもご相談のうえ、
ご自身の責任において取り組んでいただきますよう、よろしくお願い申し上げます。

〇平成26年1月1日以後に相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税について適用される。

・小規模宅地等の特例の適用判定にあたり、二世帯住宅については、構造上の要件が撤廃されます。

・改正後は、住宅内部で互いに行き来ができない構造であっても、適用可能となるため、税制面でも二世帯住宅の取得を

１．改正の概要

２．実務上の留意点

平成２５年度 税制改正解説
相続税～小規模宅地等の特例の見直し③

速 報

２階：長男夫婦

自宅敷地

１階：父母夫婦

被相続人(父)または長男所有建物

後押しすることになる。

(前提)

前提条件 改正前 改正案

構造上区分があり、被相続人及びその親族
が各独立部分に居住している場合で、住宅
内部で行き来が不可能

被相続人(父)から長男が自宅敷地を取得

適用×
(同居親族に該当せず)

適用○
(同居親族に該当)

(前提)

被相続人に配偶者がいる又は被相続人の住居に同居している他の親族がいる場合

３．今後の注目点

・各々の居住部分をそれぞれが区分所有している場合における改正後の取り扱いは法令等の確認を要する。
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定の法案等を確認する必要があり、当該法案等において本資料に記載した内容とは異なる内容が制定される場合もありますのでご留意ください。対策の立案・実行は専門家にもご相談のうえ、
ご自身の責任において取り組んでいただきますよう、よろしくお願い申し上げます。

〇平成26年1月1日以後に相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税について適用される。

・被相続人が老人ホームに入所した場合、老人ホームの終身利用権を取得しても、空き家となっていた自宅の敷地について

１．改正の概要

２．実務上の留意点

３．今後の注目点

平成２５年度 税制改正解説
相続税～小規模宅地等の特例の見直し④

速 報

・「貸付け等の用途」の範囲及び老人ホームの所有権を取得した場合の取り扱いについては、法令等により確認する

小規模宅地等の評価減の適用が認められます。

改正前　 改正案

被相続人に介護が必要なため老人ホームに入所

被相続人がいつでも生活できるよう建物の維持管理が行われている

入所後あらたに自宅を、他の者の居住用その他の用に供していた事実なし

老人ホームの所有権または終身利用権を取得していない
自宅が貸付け等の用途に供されていない

被相続人に介護が必要なため入所

老人ホームへの入所により居住の用に供されなくなった家屋の敷地についての小規模宅地等の適用要件

必要がある。

※終身利用権を取得しても適用可能

おく必要がある。

・貸付け等の用途に供されていないこと、介護が必要なための入所という要件を満たしていることを説明できるようにして
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